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研究成果の概要（和文）： 

 本研究では、中国のマクロ的エネルギー需給、石炭産業と鉄鋼業における省エネルギー対策
の実態と、この対策を促す経済的メカニズムを中心に分析を行った。これによって、中国のカ
ーボンチェーン（石炭関連産業のサプライチェーン）がどれほどの目標のもとで、実際にどれ
ほどの革新を遂げているかを明らかにした。これに日本の現状を対比させることで、地球温暖
化防止外交における日本と中国の立ち位置について政策的含意を明確にすることができた。 

 

研究成果の概要（英文）： 

  This research focused on the demand-supply relations of energy, real conditions of 
energy saving, and economic mechanisms that reinforces energy saving measures in China. 
As a result, political target and progress situation of carbon chain (supply chain in 
coal-related industries) innovations in China were elucidated. Compared those conditions 
with the contemporary state in Japan, we found some policy implications on the place of 
Japan and China in the area of diplomacy on prevention of global warming. 
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１．研究開始当初の背景 
 21 世紀の最初の数年間に、鉱工業をめぐ
る情勢は二つの点で大きく転換した。一つは、
地球温暖化が温室効果ガス（GHG）の人為的
排出によって促進されていることがほぼ確
実になったことである。もう一つは、1980-90 
年代に低迷していた石油・石炭・鉄鉱石・非

鉄金属をはじめとするエネルギー・原料価格
が高騰したことである。この情勢の変化の下
で日本は、一方では低炭素社会構築の先頭に
立つことを求められ、他方ではエネルギー・
資源の安定的供給確保戦略の構築を求めら
れている。そしてこれらの課題は、途上国の
持続可能な発展を支援することと表裏一体
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でもある。この情勢下で、個別産業論とマク
ロ的な GHG排出削減論を架橋するために、複
数産業を横断するサプライチェーンに即し
た研究の必要性を痛感するに至った。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究は、産業セクターにおけるカー
ボンチェーンの実態と、その変革の可能性、
これをめぐる国際連携のあり方について研
究を行い、低炭素社会の構築と、その持続的
発展の可能性を探ろうとした。 
（２）とくに日本と中国を重点的対象として、
産業セクターの課題が日中両国でどのよう
に異なっており、そこにどのような解決の道
があるか、有効な国際提携の可能性はどこに
あるのかを明らかにしようとした。 
 
３．研究の方法 
（１）本研究への既存理論の適用法を手法開
発について検討した。具体的には、産業組織
論、サプライチェーンマネジメント（SCM）
分析、環境経済学、環境工学の適用について
検討した。 
（２）以下の四つの具体的方法により、カー
ボンチェーンの理論的・実証的解明に努めた。 
①実態調査に基づく、対象の個別性を踏まえ
たケース・スタディ。 
②産業組織論と SCM分析を用いた業界分析お
よび垂直的企業間関係分析 
③環境工学を用いたエネルギー連関構造分
析 
④地球温暖化防止政策を、産業実態との突合
せによって評価すること。 
 
４．研究成果 
（１）中国の資源・エネルギー産業、素材産
業における省エネルギーが急速に進展して
いることを、産業分析によって明らかにした。
興味深いことに、この進展は、カーボンチェ
ーンの川上である石炭・電力産業では、従来
の計画・統制を解除しながら市場の競争圧力
を発揮させることを重点に、その川下にある
鉄鋼業では産業政策と環境政策を結合させ
た市場への再介入を重点に進められている
ことが判明した。 
（２）中国におけるエネルギー消費・GHG 排
出の伸びは依然として深刻であるが、その原
因が、産業におけるエネルギー効率の劣悪さ
や環境政策の不備から、中国経済の規模とそ
の成長自体に移りつつあることを明らかに
した。 
（３）中国政府が、資源・エネルギー・素材
産業におけるエネルギー消費・GHG 排出の実
態をかなり正確に認識した上で、マクロ的な
省エネルギー・GHG 排出削減目標の基礎とし
ていることを、産業分析の結果と政策分析を
総合することによって明らかにできた。 

（４）地球温暖化外交と環境技術移転に関す
る日本政府の政策が有効に機能しておらず、
とくに上記で解明した中国の産業事情や政
策形成のあり方を踏まえていないことを解
明した。そして、これを是正するための方向
性を提言した。 
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